
今回の独立行政法人改革に係る経緯

平成25年２月28日 独立行政法人に関する有識者懇談会 設置

９月20日 行政改革推進会議に、「独立行政法人改革等に関

する分科会（以下「分科会」という。）」 設置

６月５日 独立行政法人に関する有識者懇談会「独立行政法人

改革に関する中間とりまとめ」 公表

９月26日 分科会ワーキンググループ 設置

10月８日 同ワーキンググループにおいて、勤労者退職金共済

機構の事務・事業の見直し等が議論

12月20日 分科会「独立行政法人改革等に関する基本的な方

針について」 公表

12月24日 「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」

閣議決定

<<今後の予定>>

○ 独立行政法人通則法改正など制度面での措置は平成27年４月からの
改革実施を目指す。
○ 各法人の統廃合等に係る措置については平成27年４月以降可能な限
り早期の改革実施を目指して迅速に講ずる。具体的な実施時期について
は主務省等における検討状況を踏まえ、平成26年夏を目途に行政改革
推進本部において決定する。
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閣議決定及び分科会報告書の抜粋

抜粋独立行政法人改革等に関する基本的な
方針について（分科会報告書）

独立行政法人改革等に関する基本的な
方針（平成25年12月24日閣議決定）

Ⅲ 独立行政法人の組織等の見直し
２．法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンス
の高度化等の制度・運用の見直し

① 金融業務
政策的手段として出融資、債務保証等の金融
的手法を用いて行う事務・事業
【法人と対象業務】
（内部ガバナンスの高度化）
日本学生支援機構、勤労者退職金共済機構、

福祉医療機構、森林総合研究所、農業者年金
基金、農林漁業信用基金、石油天然ガス・金属
鉱物資源機構、中小企業基盤整備機構、鉄道
建設・運輸施設整備支援機構、奄美群島振興
開発基金
（金融庁検査の導入）
福祉医療機構（福祉貸付、医療貸付）、農林漁

業信用基金（農業信用保険、林業信用保証、漁
業信用保険）、中小企業基盤整備機構（高度化
事業融資）、奄美群島振興開発基金（債務保証、
融資）

【制度・運用の見直し事項】
金融業務を行う法人の財務の健全性及び適正

な業務運営の確保のためには、法人の内部体
制等が整備されていることが前提であることか
ら、内部ガバナンスの高度化及び金融庁検査
の導入を図る。
（内部ガバナンスの高度化）
○ 金融業務のリスクを的確に管理するための内
部規程等を整備するとともに、外部有識者等に
より構成される統合的なリスク管理のための委
員会等を設置し、法人の財務状況やリスク管理
状況を専門的に点検する。
○ 業務の適正性を日常的に確保するため、業
務執行やリスク管理を監視する内部組織（監査
部等）を設置する。また、監事のうち１名は原則
として常勤とする。
○ 審査、回収等の金融業務機能の強化を図る
観点から、外部専門家等による職員研修を拡
充することとし、その実施方針を策定する。
○ 金融業務の透明性を確保する観点から、事業
別の収支情報等を情報開示する一方、法人の
行う金融業務の高い公共性に鑑み、役職員の
守秘義務規定を設ける。

Ⅲ 独立行政法人の組織等の見直し
３．法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナン
スの高度化等の制度・運用の見直し

① 金融業務
政策的手段として出融資、債務保証等の金融
的手法を用いて行う事務・事業

【制度・運用の見直し事項】

○ 金融業務のリスクを的確に管理するための
内部規程等を整備するとともに、外部有識者
等により構成される統合的なリスク管理のた
めの委員会等を設置し、法人の財務状況やリ
スク管理状況を専門的に点検する。
○ 業務の適正性を日常的に確保するため、業
務執行やリスク管理を監視する内部組織（監
査部等）を設置する。また、監事のうち１名は
原則として常勤とする。
○ 審査、回収等の金融業務機能の強化を図る
観点から、外部専門家等による職員研修を拡
充することとし、その実施方針を策定する。
○ 金融業務の透明性を確保する観点から、事
業別の収支情報等を情報開示する一方、法人
の行う金融業務の高い公共性に鑑み、役職員
の守秘義務規定を設ける。
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（金融庁検査の導入）
○ （略） ○ （略）

Ⅳ その他新たな独立行政法人制度及び組織へ
の移行に当たっての措置等

（略）
○ この改革に必要な措置については、法改正
を伴わず早期に対応可能な措置は速やかに
実施し、独立行政法人通則法改正など制度面
での措置は平成27年４月からの改革実施を目
指す。その他各法人の統廃合等に係る措置に
ついては平成27年４月以降可能な限り早期の
改革実施を目指して迅速に講ずるものとし、具
体的な実施時期については主務省等における
検討状況を踏まえ、平成26年夏を目途に行政
改革推進本部において決定することとする。

（略）
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各法人等について講ずべき措置（別紙）

厚生労働省所管

【勤労者退職金共済機構】
○ 本法人は、中小企業退職金共済制度（国が
法令により退職金や掛金等の事項を決定）の
運営及び勤労者の計画的な財産形成の促進
業務を行っており、中期目標管理型の法人とし
て位置付けることが適当である。

○ 財務の健全性及び適正な業務運営の確保の
ため、金融業務に係る内部ガバナンスの高度
化を図るべきである。特に、中小企業退職金共
済事業において、かつて多額の累積欠損金が
生じる状況があったことを踏まえ、外部の専門
家による監視体制の強化等の実効性あるリス
ク管理体制を整備することが必要である。

○ 中小企業退職金共済事業について、住基
ネットの活用による未請求退職金発生防止対
策の強化及び退職金の支給要件である加入期
間の見直しによる短期離職者への対応の強化
に加え、従業員が転職した場合においてその
前後の掛金納付月数を通算する企業間通算及
び特定退職金共済事業・確定拠出年金制度と
の間で事業主が納めた掛金等に相当する資産
を引き渡す制度間通算の拡充によるポータビリ
ティの向上等を通じた事務の効率化を進めるこ
とを通じ、当該事業における事務費の国庫補
助の縮減を図るべきである。

各法人等について講ずべき措置（別紙）

厚生労働省所管

【勤労者退職金共済機構】
○ 中期目標管理型（注）の法人とする。

（注）国民向けサービス等の業務の質の向上を
図ることを目的とし、中期目標管理により高
い自主性・自律性を発揮しつつ事務・事業を
行う法人。

○ 財務の健全性及び適正な業務運営の確保
のため、金融業務に係る内部ガバナンスの高
度化を図る。特に、中小企業退職金共済事業
における資産の運用実績を踏まえ、実効性あ
るリスク管理体制を整備する。

○ 中小企業退職金共済事業について、未請求
退職金発生防止及び短期離職者対策の強化
に加え、転職した際の退職金の通算措置期間
の延長等を通じた事務の効率化を進め、当該
事業における事務費の国庫補助の縮減を図
る。
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（独）勤労者退職金共済機構の組織及び事務・事業の見直し案

資産運用に係るリスク管理及びコンプライアンスの強化

コンプライアンスの強化

統合的なリスク管理のための委員会等を設置するほか、業務執行やリスク管理
を監視する内部組織を設置する。

事務・事業の見直しを通じた効率化

資産運用に係るリスク管理体制の強化

外部有識者による資産運用業務に対するチェック機能及びリスク管理機能を強化
するため、資産運用委員会（仮称）を設置する（委員会は、経済又は金融等に関し
て高い識見を有する外部有識者で構成。その任命は厚生労働大臣が行う。）。

中小企業退職金共済事業におけるポータビリティの向上
従業員が転職した場合等の掛金納付月数の通算に係る申出期間を延長する。

また、中小企業者でなくなったことを理由として退職金共済契約を解除される事業
主は、その資産を確定拠出年金制度（ＤＣ）へ移換することを可能とするとともに、
特定退職金共済団体が特定退職金共済事業を清算する場合においては、その資
産を中小企業退職金共済へ移換することを認める。

退職金を確実に支給するための対応
住基ネットを活用することにより、未請求退職金発生防止対策を強化する。

併せて、特定業種退職金共済事業における短期離職者への対応を強化するため、
各業種ごとの財政状況等を踏まえ、掛金納付月数の不支給期間（現在は24ヶ月）
の短縮を検討する（労働政策審議会中小企業退職金共済部会において決定）。

※ その他、リスク管理体制の強化及びコンプライアンス体制の強化に関し必要な措置を講じることを検討。

国庫補助の縮減

上記の事務・事業の見直しに併せて、勤労者退職金共済機構の行う基幹的業務に対
する国庫補助を縮減する。
※１ 財政状況等を考慮し、一般の中小企業退職金共済事業と建設業退職金共済事業を対象とする方向で検討。
※２ 第３期中期計画（平成29年度まで）における削減目標額を上積みする方向で検討。

閣議決定等の指摘を踏まえ、中小企業退職金共済事業の資産運用におけるリスク管
理体制の強化や、事業のポータビリティの向上を通じた効率化等を図るため、勤労者
退職金共済機構の組織及び事務・事業の見直し等を実施する。

※ その他、ポータビリティの向上及び退職金の確実な支給のため必要な措置を講じることを検討。
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平成 26 年度の付加退職金の支給率について 

 

 

 

１ 付加退職金について 
○ 付加退職金の支給率は、厚生労働大臣が、各年度ごとに、当該年度以降の

運用収入の見込額その他の事情を勘案して、当該年度の前年度末までに労働

政策審議会の意見を聴いて定めるものとされている（中小企業退職金共済法

第 10条第 4項）。                   〔資料２－２〕 
    
 

２ これまでの経緯 
○ 付加退職金の支給は、直近は平成 18年度に行っており、支給率は平成 18

年度が（0.0214）と最大。平成 19 年度以降、累積欠損金が大きく増加した

ことから、支給率を０とする状況が続いてきたところ。  〔資料２－３〕 

 

○ 付加退職金の取扱いについては、昨年の中小企業退職金共済部会において、 

・ ある程度の剰余金がないと何か不測の事態が起きるとサステナビリティ

が保たれないのではないか 

・ 累積欠損金の解消を第一に考え、付加退職金については累積欠損金が解

消してから考えるべきである 

との議論がなされたところ。        〔資料２－４、資料２－５〕 

 

○  また、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25年 12 月 24

日閣議決定）等において、中小企業退職金共済事業について過去に多額の

累積欠損金が生じる状況があったことが指摘されるとともに、累積欠損金

が生じないような実効性あるリスク管理体制の整備が求められたところ。 

  〔資料２－６〕 

 

 

３ 平成 25 年度の状況について 
○ 累積欠損金は平成 24年度に解消し、平成 24年度末で約 539 億円の利益剰

余金を計上。 

 

○ 平成 26 年 1月末までの実績を用いた平成 25年度の利益見込額は 

約 1,110 億円（推計に当たっては一定の安全率を考慮）。 

  なお、今後の資産運用状況によって変動がある点には注意が必要。 

〔資料２－７〕 

資料２－１ 
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４ 今後の付加退職金の支給率について（論点１） 
  

 

 

 

① 必要性について 

 

支給率の決定に当たって、一定額以上の剰余金の積立を確保することに

ついてどう考えるか。 

               
 

 

過去に多額の累積欠損金が生じる状況にあったことを踏まえると、今後、

直ちに累積欠損金が発生することのないよう、一定額以上の剰余金を確

保すべきではないか。 

 

② 剰余金の水準について 

  

目指すべき剰余金の積立額の水準（積立目標額）についてどう考えるか。 

 
 

 

過去の実績を踏まえ、過去に損失が発生した状況が今後同様に発生した

場合にも直ちに累積欠損金が発生しないような剰余金の水準を目指すべ

きではないか。 

  

③ 剰余金の積立に係る目標年度について 

 

いつまでに積立目標額を積み立てることとすべきか。 

 
 

 

○ 制度の安定的な運営及び信頼性の確保を図る観点から、できるだけ

速やかに剰余金を積み立てるべきではないか。 

○ 一方で、一定の運用収入があった年度においては、付加退職金の支

給を行うことも重要であり、剰余金の積立の目標年度については中期

的に検討すべきではないか。 

○ 以上を勘案して、平成 24年度に実施した将来推計期間の終期（平成

29年度）を目途として積立目標額を積み立てることとしてはどうか。 

 

 

⇒〔資料２－８〕 

○ 支給率の決定に当たって、一定額以上の剰余金の積立を確保することに

ついてどう考えるか。 
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５ 今後の付加退職金の支給率について（論点２） 

  

 

 

 

 

これまでの剰余金の積立についての議論を踏まえ、今後の付加退職金の

支給率についてどう考えるか。 
  

 

 

制度の安定的な運営及び信頼性の確保を図るため、剰余金の積立を計画

的に行うこととした上で、運用収入があった年度には付加退職金を支給

できるような考え方とすべきではないか。 
 

 

⇒〔資料２－９〕 
 

 

 

○ 平成 24 年度に累積欠損金が解消したことを踏まえ、今後の付加退職金

の支給率についてどう考えるか。 
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付加退職金について 
 

 
被共済者に対して支給される退職金＝「基本退職金」＋「付加退職金」 
 
＜基本退職金＞ 

掛金月額及び掛金納付月数に応じた額 
 
＜付加退職金＞（退職時に掛金納付月数が４３か月以上の場合） 
  「計算月（注１）に退職したものとみなした場合の基本退職金の額に、計算月

の属する年度に係る支給率（注２）を乗じて得た額」（各年度分）の合算額 
 
 
（注１） 掛金納付月数が「４３か月」又は「４３か月＋１２か月の整数倍」となる月 
 
 
（注２） 付加退職金の支給率は、厚生労働大臣が、各年度ごとに、次の式による率を基

準として、当該年度以降の運用収入の見込額その他の事情を勘案して、当該年度の

前年度末までに、労働政策審議会の意見を聴いて定めるものとされている。 
 
         平成 25 年度運用収入のうち付加退職金の支払に充てるべき 

部分の額として算定した額（※１） 

        ＝  
            平成 26 年度における仮定退職金額の総額（※２） 

 
※１ 平成 25 年度における一般の中小企業退職金共済事業等勘定の給付経理の 

損益計算における利益の見込額の２分の１ 

※２ すべての被共済者が平成 26 年度中の計算月に退職したと仮定した場合の 

退職金額の合計 

 

平成 26 年度の 

支給率の基準 

資料２－２ 
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一般の中小企業退職金共済事業における収支状況の推移

年　　度
予 定

運 用 利 回 り
平 均

運 用 利 回 り
当 期

損 益 金
（ 累 積 剰 余 金 ）
（ 累 積 欠 損 金 ）

平成 ３ 年度
6.60％

5.50％ (4月～)
 ５．８６％ 　４３６億円 ４８８億円　

平成 ４ 年度
6.60％
5.50％

 ５．８６％ △２３８億円 ２５０億円　

平成 ５ 年度
6.60％
5.50％

 ５．４６％ △２５０億円 △ 　　　０億円　

平成 ６ 年度
6.60％
5.50％

 ４．７８％ △４２７億円 △　 ４２７億円　

平成 ７ 年度
6.60％
5.50％

 ４．５５％ △５１６億円 △　 ９４３億円　

平成 ８ 年度 4.50％ (4月～)  ３．８４％ △１９６億円 △１,１３９億円　

平成 ９ 年度  ４．５０％  ３．５３％ △２９６億円 △１,４３５億円　

平成１０年度  ４．５０％  ３．２３％ △３９６億円 △１,８３１億円　

平成１１年度 3.00％ (4月～)  ３．０８％ 　　　９億円 △１,８２２億円　

平成１２年度  ３．００％  ２．３３％ △２０７億円 △２,０２９億円　

平成１３年度  ３．００％  １．７７％ △３７２億円 △２,４０１億円　

平成１４年度 1.00％ (11月～)  １．６０％ △１７０億円 △２,５７１億円　

平成１５年度
前　　期

 １．００％  １．６８％ 　１０３億円 △２,４６８億円　

平成１５年度
後　　期

 １．００％  ５．３７％ 　５４５億円 △２,６８４億円　

平成１６年度  １．００％ ２．８４％ 　４０１億円 △２,２８３億円　

平成１７年度  １．００％ ８．３４％ １，４１７億円 △ 　８６７億円　

平成１８年度  １．００％ ２．８１％ 　７１５億円 △ 　１５１億円　

平成１９年度  １．００％ △２．９５％　 △１,４１３億円 △１,５６４億円　

平成２０年度  １．００％ △４．８８％　 △１,９２９億円 △３,４９３億円　

平成２１年度  １．００％ 　５．６７％　 １,５３６億円  △１,９５６億円　

平成２２年度  １．００％ ０．３０％  △１０１億円  △２,０５７億円　

平成２３年度  １．００％ １．８０％  ３１６億円  △１,７４１億円　

平成２４年度  １．００％ ６．８９％ ２,２７９億円 　　５３９億円

（注）・下線については予定運用利回りの改正を行ったもの。

　　　・平成15年10月以降は、独立行政法人会計基準を適用。

　　　・平成2年法改正においては、施行日前における掛金月額部分について、6.60%の利回りを適用。

　　　・平成7年法改正以降は、新法施行日前も含めて新たな予定運用利回りを適用。
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予定運用利回り変更（３．０％→１．０％）後の付加退職金の 

支給率・支給額の状況 
 

 年  度 支 給 率 支 給 額（億円）  

平成１５年度 ０ ０ 

平成１６年度 ０．００２３３ ７２ 

 
平成１７年度 ０．００６０２ １８８  

 
平成１８年度 ０．０２１４  ６９２  

 
平成１９年度 ０ ０  

平成２０年度 ０ ０ 
 

平成２１年度 ０ ０  
 

平成２２年度 ０ ０  
 

平成２３年度  ０ ０  
 

平成２４年度 ０ ０  
 

平成２５年度 ０ ０  
     
※ 支給額とは前年度の運用収入のうち付加退職金の支払に充てるべき部分の

額として算定した額のことである。  
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一般の中小企業退職金共済制度の累積欠損金解消後の考え方についての 

平成２４年度中小企業退職金共済部会における主な意見 

 

  

１ 一定のバッファー（積立金）の積立の必要性について 

○ 累損がゼロでいいのかという議論もあるが、実はそれ以上の、ある程度

のバッファー（積立金）が必要であり、積立金の準備がないと何か不測の

事態が起きるとサステナビリティが保たれないのではないかという議論

もあると思う。これだけリスク資産を持っている中で、どの水準がサステ

ナビリティがあるかということも、これからは示していかなくてはいけな

いのではないか。 

 

 ２ 付加退職金の支給について 

○  累損解消を第一に考え、付加退職金については累損が解消してから考え

るべきではないか。 

 

○  かつての見直し時にはサブプライムローンやリーマンショックによる

影響は予想外だったと思われるので、まず手堅い方策で累損解消を図る

ことが急務ではないか。また、適年からの移行が終了し、適年からの加

入増が見込まれない中、予定運用利回りを引き下げると、加入促進にマ

イナスの印象を与えるのではないか。予定運用利回りの据置きをする代

わりに、付加退職金は累損解消まで支給しないこととし、状況が好転し

た段階で、もう一度部会等で議論することが良いのではないか。 

 

 

資料２－４ 
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資料２－５

一般の中小企業退職金共済制度における

予定運用利回りの見直し等の検討について

労働政策審議会勤労者生活分科会中小企業退職金共済部会では、一般の中小企業

退職金共済制度に関し中小企業退職金共済法（昭和３４年法律第１６０号）第８５

条に基づく検討を行ったところであるが、検討の結果取りまとめた当部会の意見は

下記のとおりである。

記

１ 一般の中小企業退職金共済制度（以下「一般中退」という ）は、単独では退職。

金制度を設けることが困難な中小企業のための簡便で加入が容易な社外積立型の

退職金共済制度であり、制度創設以来、多くの中小企業に活用され、その従業員

に退職金を支給してきた。

このような性格を有する一般中退は、中小企業に退職金制度を確保するための

中心的で重要な制度であり、今後とも、長期的に安定した制度として維持されて

いくことが必要である。

２ 現在、一般中退には、実際の運用利回りが予定運用利回りを下回ることにより

生じた累積欠損金が存在しており、その額は平成２３年度末で１７００億円を超

えている。

一般中退は積立方式の退職金共済制度であり、掛金及び運用益により退職金を

支給することが制度の前提であるが、累積欠損金の存在は、掛金及び運用益によ

る積立額が将来的な退職金支給のための必要額に不足していることを意味する。

また、累積欠損金が存在すれば、運用資産の額が本来あるべき額より少なくなる

ため本来得られるべき運用収入が得られなくなり、その結果積立不足が一層拡大

することにもつながる。

このような累積欠損金の存在は、制度の財政的安定性という観点から制度運営

に対する信頼を損ね、ひいては加入者の減少を招くおそれもあり、計画的に解消

を図る必要がある。

このため 「累積欠損金解消計画」を定め、平成２９年度までに累積欠損金を解、

消することとしているところであるが、累積欠損金の解消ペースには遅れが見ら

れ、上記の額は同計画の目標額よりも平成２３年度末で７００億円以上多くなっ

ている。

第５１回中小企業退職金共済部会

（平成２５年３月１１日）意見取りまとめ
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さらに、累積欠損金に関しては、総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会

による「独立行政法人勤労者退職金共済機構の主要な事務及び事業の改廃に関す

る勧告の方向性 （平成２５年１月２１日）においても、付加退職金の仕組みや予」

定運用利回りの変更を検討した上で、着実に累積欠損金の解消を図るよう求めら

れている。

３ 以上のような状況を踏まえ、当部会としては、累積欠損金の計画的かつ早期の

解消を図ることは重要な課題であると認識し、そのために必要な措置を講ずるこ

とが適当と考える。

具体的には、累積欠損金が解消するまでの間の利益の処理については、付加退

職金に充てることなく、利益の全額を累積欠損金の解消に充てることが適当と考

える。

また、予定運用利回りの見直しについては、現下の資産運用状況等を踏まえれ

ば直ちに見直す必要はないと考えられるが、今後の資産運用状況等を注視し、必

要に応じ柔軟に検討を行うことが適当と考える。
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勤労者退職金共済機構の資産運用に対する指摘 

 

 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針について」（抄） 

（平成25年12月20日行政改革推進会議独立行政法人改革等に関する分科会） 

 

 

【勤労者退職金共済機構】 

○ 財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、金融業務に係る内部ガバ

ナンスの高度化を図るべきである。特に、中小企業退職金共済事業において、

かつて多額の累積欠損金が生じる状況があったことを踏まえ、外部の専門家

による監視体制の強化等の実効性あるリスク管理体制を整備することが必

要である。 

 

 

 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（抄） 

（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定） 

 

【勤労者退職金共済機構】 

○ 財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、金融業務に係る内部ガバ

ナンスの高度化を図る。特に、中小企業退職金共済事業における資産の運用

実績を踏まえ、実効性あるリスク管理体制を整備する。 
 
 

資料２－６ 
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平成２５年度収支の見込みの算定について 

 

 

１．掛金収入、退職金支出等 

  平成２５年１１月末までの掛金収入、退職金支出等の実績値に

同年１２月～平成２６年３月の推計値を加算した。推計値につい

ては、過去３か年の平均値を用いた。 

 

２．責任準備金額 

  １の推計結果から平成２６年３月末に見込まれる各被共済者に

係る責任準備金額を算定し、すべての者について合計した。 

 

３．運用収入 

（１）自家運用 

   平成２５年１２月末時点で保有している資産及び平成２６年

１～３月に購入予定の資産について、平成２６年１月～３月の

利払日や償還日のデータから運用収入を推計した。 

 

（２）委託運用 

   平成２６年１月末時点の時価額を基に、次のとおり、ベンチ

マーク収益率の過去の統計的データから、３月末時点の時価額

を推計した。 

 

２月の収益率 ： 収益率をゼロとした。 

３月の収益率 ： 資産ごとの過去５か年のベンチマーク収益率の 

「平均値」及び「標準偏差」を用いて、 

「３月の収益率」＝「平均値」-「標準偏差」×２ 

として、安全率を加味して推計した。 

別 紙 
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剰余金の積立について

（考え方）

• 過去に多額の累積欠損金が生じる状況にあったことを踏まえると、今後、直ちに
累積欠損金が発生することのないよう、一定額以上の剰余金を確保すべきでは
ないか。

（考え方）

• 過去の実績を踏まえ、過去に大きな損失が発生した状況が今後同様に発生した
場合にも直ちに累積欠損金が発生しないような剰余金の水準を制度安定のため
の目標水準として想定としてはどうか。

近年の金融情勢では、平成19・20年度による金融情勢の急激な悪化による欠損
金が、最大のものであることから、これを想定して水準を設定してはどうか。

具体的には、平成19・20年度における金融情勢の悪化を、現在の基本ポートフォ
リオに当てはめて推計した場合、責任準備金に対して9％分の上乗せ（利益剰余
金）があれば、直ちに累積欠損金が生じないことになる。

（考え方）
• 平成24年度に実施した将来推計期間の終期（平成29年度）を目途として積立目

標額を積み立てることとしてはどうか。

平成29年度末時点の責任準備金は3兆9,000億円と推計されるので、この場合の
剰余金積立目標額は3,500億円（※）となる。

資料２－８

（※） 3兆9,000億円×9％≒3,500億円

支給率の決定に当たって、一定額以上の剰余金の積立を確保す
ることについてどう考えるか。

目指すべき剰余金の積立額の水準（積立目標額）についてどう考
えるか。

いつまでに積立目標額を積み立てることとすべきか。
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（※） 単年度積立目標額は（3,500億円（剰余金積立目標額）－500億円（平成24年度末利益剰余金））÷5年間
＝600億円となる。

（考え方）

• 制度の安定的な運営及び信頼性の確保を図るため、剰余金の積立を計画的に
行うこととした上で、運用収入があった年度には付加退職金を支給できるような
考え方とすべきではないか。

利益見込額の半分を付加退職金の支払にあてるべき部分の額（付加退職金支
給額）とすることを基本にしつつ、剰余金の積立を計画的に行うため、一定の額
は積立を優先することとしてはどうか。

具体的には以下のとおりにしてはどうか。

(1) 支給にあたっては、制度安定のための剰余金積立目標額と平成24年度まで
の利益剰余金の差額をまず求め、それを目標期間で均等に積み立てること
とした場合の積立額を、単年度積立目標額（※）とする。

(2) ①各年度の利益見込額から単年度積立目標額を控除し、②利益見込額が
単年度積立目標額からその2倍の間の部分は付加退職金の支給にあて、③
単年度積立目標額の2倍以上の部分についてはその1/2を付加退職金の支
給にあてることとする。

今後の付加退職金の支給率について

今後の付加退職金の支給率についてどう考えるか。

付加退職金支給額

単年度積立目標額

各年度
利益見
込額

単年度積立目標額×２

資料２－９

①

②

③
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